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研究成果の概要（和文）： 

ウルリッヒ・ベックおよびエリーザベト・ベック＝ゲルンスハイムを招いて連続シンポジ

ウムを開催し、日本人講演者とともに、社会学史における個人化論の意義、現代日本社会

の文化状況、ヨーロッパと東アジアの家族や社会保障制度の比較などについて、討論をお

こなった。また、第一の近代から第二の近代への移行にともなう日本社会の個人化が欧州

とは異なる特徴をもつことを分析し、イギリスやドイツの学会誌上で発表した。 

 

研究成果の概要（英文）： 

We held a series of symposiums to which were invited Ulrich Beck and Elisabeth 

Beck-Gernsheim, and discussed also with speakers from Japan about the significance 

of individualization theory in the history of sociology, cultural context of 

contemporary Japan, and comparison of family and social security systems between 

Europe and East Asia etc. We also analyzed the differing characteristics of 

individualization between Japanese society and European society accompanying the 

transition from the first to the second modernity, and published the results in 

academic journals in the UK and Germany. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 「個人化」は、ウルリッヒ・ベック（『危

険社会』、“Individualization”）やジグムン

ト・バウマン（『リキッド・モダニティ』、『個

人化社会』）など欧州の社会学者が提唱し、

大きな反響を呼んだ概念で、ドイツにおいて
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はすでに 80 年代の社会学界を象徴する用語

と見なされている（T.クロン）。ドイツにお

ける個人化論をめぐる論争は、ベックによる

1983 年発表の論文、そしてそれを大幅に加筆

して出版された 1986 年の著書『危険社会―

―新しい近代への道』にはじまる。エリーザ

ベト・ベック＝ゲルンスハイムも 1983 年に

女性の個人化について考察した論文を発表

し、同時期に M.コーリーが、生活史（自己語

り）の個人化（“Biographie und soziale 

Wirklichkeit”,1984）とライフコースの個

人 化 （ “ Institutionalisierung des 

Lebenslaufs”, 1985）について論じている。

また英語圏においては、ベックおよびベック

＝ ゲ ル ン ス ハ イ ム の 論 文 集 ”

Individualization”が 2002 年に出版され、

バウマンの旺盛な著作活動によって「個人

化」概念は広まっていった。日本においても、

2004 年に『社会学評論』（日本社会学会）が、

2008 年に『社会学史研究』（日本社会学史学

会）が、それぞれ「個人化」をテーマとする

特集を組むなど、現代社会を説明する重要な

概念として普及しつつあった。 

 

(2) 「個人化」は、「再帰的近代化」「リスク

社会化」「グローバル化」など社会変動を説

明する他の概念ほど重要視されることは少

なかったが、現代日本社会を分析する上で、

いっそう注目すべきである。すなわち、欧州

においては中間集団の解体は 70 年代にはじ

まり 80 年代に顕在化したが、日本において

はむしろ、90 年代後半から現在まで続く大規

模な社会変動が、これに対応するからである。

すなわち、この 10 年間にわれわれが経験し

たのは、日本的企業社会が行き詰まりを見せ、

非正規雇用が増大することによって、パート

ナー選択・結婚・出産を含むライフコースが

多様化し、リスクの緩衝材を失った個人が孤

立するとともに、「個性」「自立」「自己責任」

など個人の役割を強調する言説が広がりつ

つある、という現象である。これは、「個人

化」という用語を用いて分析するのが相応し

い。 

 

(3) 研究代表者である鈴木は、2008 年 2 月に

ウルリッヒ・ベック教授を訪問して「個人化」

概念が日本社会の分析に有効であることを

説明し、ベック氏は「欧州とは異なる近代化

モデル」としての日本社会分析に興味がある

と述べている。ベックは現代を代表する社会

学者の一人であるにもかかわらず、当時、邦

訳された著書は 4冊を数えるにすぎず、学術

目的の来日はまだ実現していなかった。日本

社会の分析を進める上で、ベックなど欧州の

社会学者から学ぶことがますます重要とな

っているが、それに加え、もし日本社会の研

究によって欧州モデルを修正するような成

果が得られるならば、これを欧州へ向けて発

信することは、意義深いものとなる。 

２．研究の目的 

(1) 本研究は、「個人化」概念を、現代日本

における社会変動の分析に適用することに

よって、統一的な観点から現代社会論を再構

成することを目的とした。 

 

(2) ベックの個人化論は、主として家族と階

級などの中間集団の解体に焦点を当てるも

のであるが、われわれは日本における個人化

過程を分析する上で、とくに〈企業・労働〉

〈家族・ジェンダー〉という二つの領域に焦

点を絞る。90 年代の不況とそれに続く新自由

主義改革の中で、従来の企業中心型の社会は

大きく変質したが、これは他の領域における

個人化の進行にも影響を与えている。たとえ

ば〈教育〉の領域においては、企業の採用行

動が変化することによって、「個性」の育成

や「個人的」な就職支援が強化されるなど、

「個人化」傾向を助長する施策が行われるよ

うになった。その一方、〈家族〉およびパー

トナー選択における個人化は、家族からアイ

デンティティ形成と規範意識醸成の機能を

奪っているのが、現状である。このように、

「個人化」傾向がみられる複数の領域を連関

させることによって、現代社会の包括的分析

を目指す。 

 

 

３．研究の方法 

(1) ウルリッヒ・ベック教授とエリーザベ

ト・ベック＝ゲルンスハイム教授を招き、日

本人招待講演者とともに、連続シンポジウム

を開催する。その成果は、単行本として刊行

する。 

 

(2) 現代日本の社会変動について、個人化理

論を用いて包括的な分析を行い、英語および

日本語で論文を公刊するとともに、単行本の

刊行を目指す。 

 

 

４．研究成果 

(1) ドイツからウルリッヒ・ベック教授およ

びエリーザベト・ベック＝ゲルンスハイム教

授を招き、「個人化する日本社会のゆくえ―

―ベック理論の可能性」と題する連続シンポ

ジウムを、東京と京都で開催した。また、ベ

ック氏を招いて行われた日本社会学会第 83

回大会テーマセッション「日本と東アジアに

おける多元的近代」（2010 年 11 月 6 日）の開

催に協力した。3 つのシンポジウムでの議論

は多岐にわたり、社会学史における個人化論

の意義、現代日本社会の文化状況、ヨーロッ

パと東アジアの家族の比較、社会保障制度の

比較などについて、相互理解を深めることが



 

 

できた。 

2010 年 10 月 31 日に「再帰的近代化の中の

個人と社会――社会理論の現在」と題するシ

ンポジウムを一橋大学兼松講堂で開催し、ウ

ルリッヒ・ベック「個人化の多様性――ヨー

ロッパの視座と東アジアの視座」、三上剛史

（神戸大学）「個人化論の位相――『第二の

近代』というフレーム」、樫村愛子（愛知大

学）「2010 年代の日本における個人化とベッ

ク理論」という三つの報告のあと、討論を行

った。研究代表者である鈴木宗徳が司会を担

当し、227 名が参加した。 

2010 年 11 月 3 日に「リスクの時代の家族

と社会保障――ベック理論との対話」と題す

るシンポジウムを立命館大学中川会館で開

催し、ウルリッヒ・ベック「リスク社会にお

ける家族と社会保障」、エリーザベト・ベッ

ク＝ゲルンスハイム「個人化とグローバル化

の時代における家族」、落合恵美子（京都大

学）「アジアの家族主義とヨーロッパにおけ

る家族の復権」、武川正吾（東京大学）「日本・

東アジアにおけるグローバル化と個人化―

―福祉国家をとおしてみる」という四つの報

告のあと、討論を行った。研究分担者である

伊藤美登里が司会を担当し、143 名が参加し

た。 

3 回の連続シンポジウムの記録を、『リスク

化する日本社会――ウルリッヒ・ベックとの

対話』（岩波書店）と題する書籍として出版

した。福島第一原発事故をうけてベックが書

き下ろした「この機会に――福島、あるいは

世界リスク社会における日本の未来」を収め、

リスクや個人化を主題にした専門書として

は初めて正面から日本社会を扱ったものと

して、注目を集めた。 

 

(2) ベックやバウマンが用いる「個人化」概

念を用いて、現代日本の社会変動を包括的に

分析することを目指した。その成果は主とし

て、以下の三つの英語論文にまとめられた。 

論文“Individualizing Japan: Searching 

for its Origin in First Modernity”では、

1970 年代を典型とする日本社会に特有のリ

スク処理形式を企業中心主義と開発主義の

セットであると説明し、日本が他の福祉レジ

ームとは異なる独自の近代化を遂げたこと

を論証した。また、この時期を頂点とする“フ

ァースト・モダニティ”から 1990 年代後半

以降の“セカンド・モダニティ”への移行を

個人化の過程として論じ、80 年代における主

観的個人化の時期を経て、90 年代以降のグロ

ーバル化の進展によって客観的個人化が進

展したと説明した。 

論 文 “ The Individualization of 

Relationships in Japan”では、家族・仕事・

地域という三つの領域における個人化の現

状を、計量的データを用いて分析した。近年

における個人化の過程を分析すると、その

「解放の言説」としての側面が受容される一

方、人間関係の希薄化や関係不安の昂進とい

った「剥奪の言説」の側面からは逃れたいと

する心性が観察される。そのさい、旧来型の

家族関係や仕事関係にすり寄る姿勢が見ら

れ、新たな自律的関係が形成される糸口を見

出すのは困難なのが現状であると結論づけ

た。 

論文“Acceptance of Beck’s Theory in 

Japan: From Environmental Risk to 

Individualization”では、日本におけるベ

ック理論の受容について、時期ごとにその特

徴を論じた。ベックによる環境リスクの分析

については、90 年代における環境問題への関

心の高まり、そして地域における住民投票な

どの運動があったため、受容は急速に進んだ。

個人化については、91 年のバブル崩壊以降の

生活不安の高まり、そして未婚率・非婚率や

離婚率の高まりとともに、家族社会学や福祉

社会学の領域で受容が進んだと説明した。 

 

(3) 以下に挙げる著書や論文、招待講演等

において、個人化理論を応用した現代社会分

析を行った。 

石田光規は『孤立の社会学――無縁社会の

処方箋』（勁草書房）を上梓し、官庁統計、

質問紙調査、聞き取り調査による様々なデー

タを駆使して孤立の実態に迫り、家族、格差、

ジェンダー、地域などにおける構造的問題を

明らかにした。仁平典宏は、論文「日本型生

活保障システムの再編と民主党政策の位置

――二つの『個人化』の間で」を発表し、新

自由主義がもたらす否定的な意味での個人

化と日本型生活保障を改革するという肯定

的な意味での個人化を区別し、民主党政権の

政策を両者のベクトルの混在として分析し

た。鈴木宗徳は、北海道大学大学院主催の連

続講演会に招かれ、「ベック理論と現代社会

学――再帰性と個人化を中心に」、「個人化す

る日本社会――ポストフォーディズム時代

の労働をめぐって」と題する二つの講演をお

こなった。 

 

(4) 現在、研究協力者である野尻洋平氏に加

わっていただき、新たな研究書『個人化する

リスクと社会――ベック理論と現代日本』

（仮題）の出版を共同で準備している。 

 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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